
「2024年問題等に対する取組について」

『第22回北海道トラック輸送における
取引環境・労働時間改善地方協議会』 資料

（公社）北海道トラック協会

■日 時 令和8年2月18日（水） 13時30分～

■場 所 北海道トラック総合研修センター 4F大会議室



資料１



（公社）北海道トラック協会－1－

「R7年度・展示会開催」 【ＤＸ系】

＜ミニDXセミナー＞

＜展示会＞

助成額（概要）助成事業名

1台目：100,000円
2台目：150,000円

自動点呼機器・
ＤＸ導入促進助成

年度

計
北
見

釧
根

十
勝

旭
川

室
蘭

函
館

札
幌

812111414940R5

782771312334R6

12505919211061R7
(直近)



－2－

「R7年度・荷主対策事業」 【道内荷主企業への文書発出】

● 北海道トラック協会から道内荷主企業への協力依頼文書・パンフレットの発出
北ト協も令和3年度より、道内荷主企業へ協力要請文書等を送付している。
本年度については、令和8年1月23日・道内荷主企業4,867社へ北海道運輸局、北海道労働局、北海道経済産業局、

北海道農政事務所・公正取引委員会の後援をいただいたパンフレットと文書を送付した。

● 関係行政機関から道内荷主企業への協力依頼文書の発出
平成28年度より関係行政機関のご協力により、道内荷主企業へ協力要請文書の発出をいただいており、令和7年度は、
令和8年3月中を目途に道内荷主に発出の対していただけるよう既に働きかけを実施中。
更に今年度は、北海道運輸局、北海道労働局、北海道経済産業局、北海道農政事務所に「公正取引委員会」を含めた

関係5行政連名の文書が発出となる。



（公社）北海道トラック協会－3－

「R7年度・荷主対策関係 広報活動スケジュール」



（公社）北海道トラック協会－4－

「R7年度・荷主対策関係広報活動」 日本経済新聞／北海道新聞／読売新聞

掲載日紙面

R7.9.18
R7.9.23
R7.10.14
R7.10.21
R7.11.12
R7.11.18
R7.12.16
R7.12.23
R8.1.13
R8.1.20

日本
経済
新聞

掲載日紙面

R7.11.11
R7.11.17
R8.1.14
R8.1.20

北海道
新聞

R7.9.17
R8.1.13
R8.1.20

読売
新聞



差替え

【コメント】
トラック運送事業者は

【コメント】
物流のパートナーです

「R7年度・広報活動」 物流の重要性を連想させるCM 「ＴＶＣＭ・15秒」ver

（公社）北海道トラック協会－5－

放映期間・本数局名

令和7年9月14日～令和7年9月27日 ：28本UHB

令和7年10月12日～令和7年10月25日 ：13本STV

令和7年11月9日～令和7年11月22日 ：16本HBC

令和7年12月14日～令和7年12月27日 ：28本HTB

令和8年1月11日～令和8年1月24日 ：28本TVH



差替え

【コメント】
トラック運送事業

者は

【コメント】
物流のパートナーで

す。

「R7年度・広報活動」 物流の重要性を連想させるCM 「ＴＶer／シネアド30秒」ver

（公社）北海道トラック協会－6－

放映期間・本数局名

令和7年9月1日～令和8年1月31日：約23万回TVer

令和7年12月26日～令和8年1月8日：840回ｼﾈｱﾄﾞ



（公社）北海道トラック協会

道内トラック運送業界の概況【R7北ト協調査】

－7－

【ドライバー年齢（道内）】

【比率（道内）】

・道路貨物運送業の就業年齢を全国ベースで見
ると、全産業平均に比べ若年層の就業割合が低
く、中年層（45～60歳）の割合が高い。

・北ト協調査における道内の就業年齢は中年層
（40～50歳）の割合が全国平均を上回っている
状況。
特に50歳代（男性）を見ると道内は14％多い。

【年齢構成（全国）】

人数男性

2419歳以下

525２０歳代

1,362３０歳代

2,846４０歳代

4,630５０歳代

2,658６０歳代

49670歳以上

12,541計

人数女性

119歳以下

36２０歳代

45３０歳代

93４０歳代

150５０歳代

27６０歳代

370歳以上

355計



（公社）北海道トラック協会

道内トラック運送業界の概況【R7北ト協調査】

－8－

【ドライバーの採用状況】

【ドライバーの人手不足感】

・ドライバーの採用に関して、何らかの
問題を抱えている事業者が全体の約76％
に達する

・特に保有車両数30台以下の事業者おい
ては採用も進まず、ドライバーも慢性的
に不足しており人手不足が顕著

・他業界においても人材不足の中、ドラ
イバーの労働環境改善も進まず、日本人
材の採用がままならないことから、外国
人材の採用も視野に入れ始めている状況

【ドライバーの募集方法】

【特定技能外国人の受入れ】



R7調査
（％）

R6調査
（％）

R5調査
（％）

区分

82.188.289.6交渉した

15.010.99.7交渉できていない

2.90.90.7未回答

（公社）北海道トラック協会

道内トラック運送業界の概況【R7北ト協調査】

－9－

【標準的な運賃の交渉は？】

【現在の運賃は「標準的な運賃」の何割か？】

●交渉の結果

・道内の標準的な運賃の会員届出率
は昨年11月末現在85.8％
・交渉した割合は3年平均約87％
・改善された割合も3年平均約76％

・実勢運賃の水準を見ると、国交省調査に
おいては標準的運賃の８割以上収受できた
事業者の割合が約45％であるが、北海道に
おいては約50％という状況。

R6調査
（％）

R6調査
（％）

R5調査
（％）

区分

21.527.730.3改善された

34.553.659.7一部改善された

4.55.39.2変わらない

0.300.2悪くなった

1.01.20.5その他

38.012.20.2未回答

＜交渉できていない理由＞
・必要なし（9） ・既に妥当な運賃（６）
・自社配送のみ（５） ・仕事が無くなる（４）
・本社対応のため（４）・下請だから（３）
・時間がない（３）

【運賃交渉の頻度は？】



（公社）北海道トラック協会

道内トラック運送業界の概況【R7北ト協調査】

－10－

【荷主情報の投稿は？】

・荷主情報を投稿をした割合は1.6P増、投稿社数は18社増
荷主情報が無ければ、各行政の実態把握が困難となり活動も鈍ることから、適正な取引等を阻害してい
る荷主情報の提供について働きかけを継続。

・荷主の理解度については、「思う」「思わない」の回答がほぼ前年同数。
実勢運賃も標準的な運賃相当額まで達していないことから、より一層、適正な運賃・料金の転嫁対策の
推進と商慣行の見直しについても働きかけを継続。

＜投稿社数＞

【荷主の理解度は？】

R7調査
（％）

R6調査
（％）

区分

3.82.2あ る

92.896.2な い

3.41.6未回答

R7調査
（％）

R6調査
（％）

R5調査
（％）

区分

58.459.642.1思う

32.432.849.6思わない

9.27.68.4未回答

＜理解がない（思わない）理由＞

・何も変わりない（13） ・荷主の理解が進まない（7）
・関心が無いと思う（4）・法的な強制力が無いから（3）
・理解されていない（3）・運賃が上がらない（3）
・情報共有されていない（3）・人手不足（2）
・荷主も余裕が無い（2）・運賃交渉が進まない（2）

R7調査
（社）

R6調査
（社）

区分

4825


